






昨年の動き

１ 国民健康保険法の改正（22年通常国会）１．国民健康保険法の改正（22年通常国会）

① 国保財政基盤強化策の4年延長
② 広域化等支援方針の策定

２．事業仕分け

（１）行政刷新会議
① 支払基金と国保連の統合（21年11月）① 支払基金と国保連の統合（21年11月）

→ 審査支払機関のあり方に関する検討会設置（22年4月）
② 国保組合に対する補助の見直し（22年11月）

（２）厚生労働省省内事業仕分け
○ 国保中央会に対する補助の見直し（22年5月）

３ 全国建設工事業国保組合に対する行政処分（22年9月）３．全国建設工事業国保組合に対する行政処分（22年9月）

４．社会保障審議会医療保険部会における議論（22年夏～12月）

① 高額療養費制度の見直し
② 出産育児一時金の見直し
③ 診療報酬支払いの早期化
④ 特定健診・特定保健指導の見直し

５．高齢者医療制度改革会議の開催

○ 最終とりまとめ（22年12月）



平成２３年度における制度運営について（１）

Ⅰ．市町村国保関係

１．高額療養費制度の見直し （23年度から取組開始、24年度全面実施）

・ 外来の現物給付化

・ 支給申請手続きの簡素化

出産育児 時金 見直し （ 年度 ）２．出産育児一時金の見直し （23年度～）

・ 42万円で恒久化、補助制度の見直し

・ 支払方式の見直し（小規模施設等では、直接支払に加え、受取代理の実施も可とする等）

３．診療報酬の支払早期化 （23年10月～）

・ 電子レセプトの支払い

（現行）診療翌々月25日 月末 → 翌々月20日まで（現行）診療翌々月25日～月末 → 翌々月20日まで

・ 国保連・市町村間で調整が必要

４．審査支払機関のあり方の見直し （可能なものから着手）４．審査支払機関のあり方の見直し （可能なものから着手）

・ 国保連における突合審査・縦覧審査の導入（23年10月～）

・ 情報交換及び審査基準統一のための審査支払機関（国保連・支払基金支部）、地方厚生局

及び都道府県国保担当課の連絡協議会開催（22年度～）及び都道府県国保担当課の連絡協議会開催（22年度 ）

・ 国保連の体制整備（会員外手数料の提示、複式簿記の導入等）



平成２３年度における制度運営について（２）

Ⅰ．市町村国保関係（続き）Ⅰ．市町村国保関係（続き）

５．国民健康保険税（料）の課税限度額の引上げ等 （23年度～）

・ 賦課限度額の引上げ（4万円）、扶養控除廃止への対応

６．医療費適正化の推進

・ ジェネリック医薬品差額通知、柔道整復療養費の適正化等

７．収納率向上への取組

・ 口座振替の促進、国保連への収納率向上アドバイザーの設置等

８．被保険者証の個人カード化の促進

９．特定健診・特定保健指導の推進・見直し

Ⅱ．国保組合関係

１．補助制度の見直し

・ 所得水準の高い国保組合の定率補助の見直し（２４年度～）

・ その他の補助制度の見直し（２３年度～）

２ 指導監督の強化２．指導監督の強化

・ 全国建設工事業国保組合の無資格加入問題に対する対応

・ その他の国保組合の運営の適正化



市町村国保の広域化の環境整備・構造的問題への対応

１ 広域化等支援方針の策定１．広域化等支援方針の策定

○ ２２年末までに、４２都道府県で策定。
○ 厚生労働省としても、今後、制度見直しの動向等を踏まえ、策定要領の見直しを検討。

道○ 都道府県では、市町村と協議し、可能なものから取り組んでいただきたい。

２．国と地方の協議の開催

○ 厚生労働省と自治体の代表による協議 ※ 事務レベルのＷＧを設置○ 厚生労働省と自治体の代表による協議 ※ 事務レベルのＷＧを設置
【協議事項】

市町村国保の構造的問題への対応等

３．社会保障と税の一体改革

（１）社会保障改革の推進について（平成２２年１２月１４日閣議決定）
○ 社会保障の安定・強化のための具体的な制度改革案とその必要財源を明らかにすると○ 社会保障の安定 強化のための具体的な制度改革案とその必要財源を明らかにすると
ともに、必要財源の安定的確保と財政健全化を同時に達成するための税制改革につい
て一体的に検討を進め、その実現に向けた工程表とあわせ、２３年半ばまでに成案を得、
国民的な合意を得た上でその実現を図る。国民的な合意を得 そ 実現を図る。

（２）厚生労働省社会保障検討本部の設置（平成２２年１２月２７日）
○ 社会保障の安定強化のための具体的な制度改革案等について検討。
（医療保険関係）（医療保険関係）
・総合的な低所得者向け医療・福祉サービス等の自己負担軽減策の検討
・低所得者・失業者等の保険料負担の在り方等の検討 など



市町村国保の抱える構造的な課題

⑤財政運営が不安定になるリスクの高い
小規模保険者の存在

①年齢構成が高く、医療費水準が高い
小規模保険者の存在

●被保険者数最大：９４万人（神奈川県横浜市）
みくらしま

●被保険者数最小：９２人（東京都御蔵島村）

●平均年齢：
国保（49.5歳）、
健保組合（33.9歳）、協会けんぽ（36.2歳）

●一人あたり医療費： 被保険者数最 （東京都御蔵島村）

⑥市町村間の格差
②所得水準が低い

● 人あたり医療費：
国保（29.0万円）、
健保組合（13.3万円）、協会けんぽ（15.2万円）

●一人当たり保険料の都道府県内格差
最大：２．５倍（東京都） 最小：１．３倍（富山県）

●一人あたり医療費の都道府県内格差
最大 倍（沖縄県） 最小 倍（栃木県）

②所得水準が低

●被保険者１人当たり所得総額：９５．６万円

●無所得世帯割合：２６．３％

保険料軽減世帯割合 最大：２．７倍（沖縄県） 最小：１．２倍（栃木県）

●一人あたり所得の都道府県内格差
最大：１０．５倍（北海道） 最小：１．４倍（大分県）

●保険料軽減世帯割合： ４０．６％

③保険料負担が重い

●収納率の都道府県内格差
最大：20.69％（群馬） 最小：6.79％（島根県）

●加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得
市町村国保（10.5％）、
健保組合（5.9％）、協会けんぽ（ 8.7％ ）
※健保は本人負担分のみの推計値

⑦一般会計繰入・繰上充用

●市町村による法定外繰入額：約３,６００億円

④保険料（税）の収納率低下

●収納率：平成11年度 91.4％ → 平成21年度 88.0％ ●市町村 よる法定外繰入額 約 , 億円
うち決算補てん等の目的 ：約３,１００億円

●繰上充用額：約１,８００億円

●最高収納率：１００％（１０村、２広域連合）
やちまたし

●最低収納率：７７．２％（千葉県八街市）



財政基盤の強化

これまでの対応 今後の課題

強

①調整交付金による財政調整（7,300億円）

②被用者保険との財政調整（前期高齢者交付金 ３兆円）

③平成２２年通常国会で国保財政基盤強化策を４年間延長

①低中所得層の保険料
の 軽減③平成２２年通常国会で国保財政基盤強化策を４年間延長

・ 高額医療費共同事業・・・高額な医療費の発生が国保財政に与える影響を緩和
・ 保険財政共同安定化事業・・・ 〃 、市町村国保の保険料（税）の平準化
・ 保険者支援制度・・・低所得者を多く抱える保険者を財政的に支援
・ 財政安定化支援事業・・・市町村への地方財政措置（1,000億円）

の 軽減

②財政基盤の強化

広域化の推進

④保険料の軽減
・ 保険料軽減制度（７・５・２割軽減等）
・ 非自発的失業者の保険料軽減制度

②財政基盤の強化

広域化の推進

① 広域化等支援方針の策定（Ｈ２２～）
② 保険財政共同安定化事業の拡充（Ｈ２２～）
③ 広域化等支援基金の活用促進（Ｈ２２～）

③事業運営・財政運営の
広域化の推進

③ 広域化等支援基金の活用促進（ ）
④ 国保連による共同事務処理の推進

保険料徴収の強化

① 賦課限度額の引上げ ④収納対策の強化① 賦課限度額の引上げ
② 国保料（税）の年金特別徴収（Ｈ２０）
③ 収納対策緊急プランの策定（Ｈ１７）

医療費の適正化

④収納対策の強化

⑤医療費適正化の更な
医療費

① 医療費適正化計画等の策定
② 特定健診・保健指導等の実施
③ 医療費通知、レセプト点検等の実施

⑤医療費適正化の更な
る推進



















平成２３年度以降の出産育児一時金制度の具体的見直しについて（申請・支払方法③）

診療所・助産所病院

（参考１）

○ 分娩件数／月別の診療所の割合・当該診療所における分娩件
数計の全体の分娩数に占める割合

◇直接支払制度を改善

①支払のさらなる早期化

数計の全体の分娩数に占める割合

件数/
月

～５ ～１０ ～１５ ～２０ ～２５ ～３０ ～３５ ～４０ ～４５ ～５０

①支払のさらなる早期化

②手続の簡素化

施設数 15.5% 23.8% 33.3% 43.2% 53.5% 63.7% 71.0% 77.0% 82.7% 86.4%

分娩数 0.4% 1.6% 3.7% 6.8% 11.0% 15.9% 20.1% 24.0% 28.2% 31.2%

事務負担、資金繰りへの影
響が大きい施設

※厚生労働省「医療施設調査」（平成20年）より、保険局において集計。分娩数は、平成20年
9月におけるもの。

○ 受取代理の実施も
可能。（直接支払との
併用実施も可能）

（参考２）

○ 産婦人科診療所における医業収益に占めるその他の診療収益
の割合別の診療所の割合

直接支払等非対応医療機関等

医業収益に占めるその他の
診療収益の割合

40％～ 50％～ 60％～ 70％～

診療所の割合 40％ 30％ 14％ 12％

○ 直接支払（又は受取代理）を実施するかどうかは、医
療機関等の選択。 1

※厚生労働省「医療経済実態調査」（平成21年6月）をもとに、保険局において集計。

























（１） 広域化等支援方針の策定について（１） 広域化等支援方針の策定について

（ ） 収納率向上に向けた取組（２） 収納率向上に向けた取組

（３） ジェネリック医薬品の使用促進について

（４） 柔道整復施術療養費の適正化について

（５） 国民年金との連携について

（６） 被保険者証の個人カード化について（６） 被保険者証の個人カ ド化について

















（４）柔道整復施術療養費の適正化について

○平成21年11月 行政刷新会議の指摘
・ 柔道整復施術療養費は国民医療費の伸びを上回る勢いで増加。

部位別請求 地域差が大き 多部位請求 適 化など給付 適 化が必・ 部位別請求の地域差が大きい。→ 多部位請求の適正化など給付の適正化が必
要。

○平成22年療養費改定における対応（±０％、医科外来の改定率0.31％）
① 多部位請求の適正化

４部位目の給付率の見直し（33％ ０％）４部位目の給付率の見直し（33％→０％）
３部位目の給付率の見直し（80％→70％）

② その他の適正化事項
・ 領収書の無料発行を義務付け領収書の無料発行を義務付け
・ 明細書については希望する者に発行を義務付け
・ 骨折・脱臼の医師の同意を施術録のみならずレセプトにも記載
・ レセプトに施術日を記載

が・ 不正等があった場合に施術所の管理者だけでなく開設者の責任も問えるようにする。
・ 申請書様式の統一（経過措置有り。平成２３年６月より完全実施）

（参考）柔道整復に係る療養費の推移

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

柔道整復療養費 2,999億円 3,098億円 3,212億円 3,377億円 3,484億円



















国保財政の現状

調整交付金（国）調整交付金

法定外一般会計繰入等
約３，５９７億円

（２１年度決算速報値）

市町村への地方財政措置：１，０００億円

高額医療費共同事業

医療給付費等総額：約１０７，５７７億円

財政安定化支援事業 ○普通調整交付金（７％）

市町村間の財政力の不均衡
等（医療費、所得水準）を調
整するために交付。

○特別調整交付金（２％）

（９％）※

７，３３０億円

（ 年度決算速報値）

○ 高額な医療費（１件８０万円以上）の発
生による国保財政の急激な影響の緩
和を図るため、各市町村国保からの拠
出金を財源として、都道府県単位で費
用負担を調整し国及び都道府県は市

高額医療費共同事業

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない特別の事情（災
害等）を考慮して交付。

（ ）

定率国庫負担

用負担を調整し国及び都道府県は市
町村の拠出金に対して1/4 ずつ負担。

○ 事業規模：２，７７７億円 保険財政共同
安定化事業

保険財政共同安定化事業

前期高齢者
交付金

（３４％）※

２５，３１７億円
（約３１，８５６億円）

保険料○市町村国保間の保険料の平準化、財
政の安定化を図るため、平成18年10月
から１件３０万円超の医療費について、
各市町村国保からの拠出金を財源とし

保険財政共同安定化事業

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の６５歳か
ら７４歳の前期高齢者の偏在

３０，７０６億円

【保険者支援分】 低所得者数に応じ、保

保険基盤安定制度

都道府県調整交付金

各市町村国保 ら 拠出金を財源
て、都道府県単位で費用負担を調整。 による保険者間の負担の不

均衡を、各保険者の加入者
数に応じて調整。

５０％ ５０％

公費負担額

国 計 ： ３３，８１６億円

都道府県計： ９ ００７億円

保険者支援分

保険料軽減分

【保険料軽減分】低所得者の保険料
軽減分を公費で補填。

険料額の一定割合を公費で補填。
事業規模：９４９億円

（市町村 1/4、都道府県 1/4、国 1/2）

（７％）※５，２１２億円

５０％ ５０％ 都道府県計： ９，００７億円

市町村計： １，１９２億円
事業規模：３，８１８億円
（市町村 1/4、都道府県 3/4）

※ それぞれ給付費等の９％、３４％、７％の割合を基本とするが、地方単独措置に係る波及増分のカットや、保険基盤安定制度繰入金の一部に相当する額を調整交付金として
いること等から、実際の割合はこれと異なる。

国保財政のイメージ
（２３年度 予算案ベース）















【Ａ案】

行政刷新会議に提出したＡ案・Ｂ案の概要

○ 定率補助を3段階の補助とする。その際、国保組合は、健保組合と異なり事業主負担がなく、国民健
康保険の一環として一定の補助が必要であるため、補助率を協会けんぽの水準（16.4％）以上とする。

【国庫補助削減額の粗い試算 （５年後）】 ○ 国庫補助の削減額 ▲２９０億円程度

【Ｂ案】 ※行政事業レビューの指摘どおり
○ 定率補助を5段階の補助とする。その際、所得水準の高い組合に対する定率補助は、廃止（０％）。
【国庫補助削減額の粗い試算 （５年後）】 ○ 国庫補助の削減額 ▲４２０億円程度

【 Ａ案 】

【国庫補助削減額の粗い試算 （５年後）】 ○ 国庫補助の削減額 ▲４２０億円程度

【Ｂ案 】

特別対策費補助金 廃止特別対策費補助金 廃止

特別調整補助金
（保険者機能強化分）

調整補助金

特別調整補助金
（保険者機能強化分）

特別調整補助金
（財政調整分）

特別調整補助金
（経営努力分）

特別調整補助金
（経営努力分）

特別調整補助金
（財政調整分）

廃止

調整補助金
16%以内

普通調整補助金

調整補助金
16%以内

普通調整補助金

32%

（財政調整分）

24.2％
32%

16.4％ 定率補助
16%

24%

8%

32%

定率補助0%０
０

300万円
以上

(50組合)

250万円
未満

(24組合)

300万円
未満

(8組合)

200万円
未満

(18組合)

150万円
未満

(65組合)

市町村民税
課税標準額

300万円
以上

(50組合)

300万円
未満

(50組合)

150万円
未満

(65組合)

市町村民税
課税標準額

０









































地域連携支援について

本事業における地域支援連携のイメージ

国保直診施設１０箇所

市町村国保における特定健診･保健指導に関する検討会

ワーキング

国民健康保険課

国保中央会

治療中の者への保健指導事業

国保生活習慣病地域支援連携会議

「地域支援」とは、被保
険者の健康増進とQOL
の向上を目的に、保
健・医療・福祉等の関
係機関がそれぞれの

実施機関
（医療）

都道府県

国保生活習慣病地域支援連携会議係機関がそれぞれの
持つ機能を生かし、重
層的に被保険者への

支援を行うこと。

診療所等

被保険者の健康の
保持増進 QOLの向上

①事業の円滑な実施に向けた意見交換・情報共有
・事業の実施状況の報告
・事業で活用できる社会資源の情報共有など

市町村国保

都道府県

地域支援の
課題の抽出

地域支援の
あり方の検討②事例検討を通じた関係機関の支援と連携のあり 保持増進、QOLの向上

国保連合会

情報共有の
方法の検討

関係職員の
ネットワ ク化

あり方の検討②事例検討を通じた関係機関の支援と連携のあり
方検討
・生活習慣病の予防の視点を持った、医療と保
健等の関係機関の連携により被保険者の健康
増進・QOLの向上を図る市町村衛生

国保連合会ネットワーク化

関係機関

H23.2.3「市町村国保における特定健診・保健指導に関する検討会」報告資料




